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	意見の趣旨
	商品先物取引法が適用される個人顧客を相手方とする商品先物取引について、不招請勧誘（顧客の要請をうけない訪問・電話勧誘）の禁止規定を大幅に緩和する施行規則改正案（第１０２条の２第２号）に強く反対する。

	意見の理由
	・商品先物取引に関して、長年の苦情トラブルが絶えず、深刻な被害を出したことから、2009年改正で不招請勧誘禁止規定が導入された。法律が施行され、3年経過したのみで、現在の消費者保護規定を後退させるのは、おかしい。

・今回規則改正案102条の2第2号は、例外規定を大幅に拡大し、事実上、70歳未満の顧客に対する、無差別の電話訪問勧誘を解禁する内容で、不招請勧誘の禁止規定は骨抜きになる。熟慮期間制度など、意味がない。

・70歳未満でも、監督指針で、年金生活者への勧誘や、習熟期間を経過しない顧客への勧誘を制限するとあるが、昔からある自主規制・ガイドラインで、それでもトラブルは減らなかった。
・不招請勧誘禁止規定が導入されたことで、商品先物トラブルが大幅に減少した。このような有用な法規制を緩和・撤廃させるのは、おかしい。

・投機性の高い商品先物取引は、本来、投資知識・経験が豊富で、余裕資金のあるプロ投資家が行うべきで、訪問・電話勧誘など好ましくない。

・未公開株被害・社債被害・ファンド被害・CO2排出権・劇場型詐欺被害・投資被害回復勧誘被害などの投資詐欺被害が世間に蔓延しているが、いずれも電話・訪問勧誘による被害である。電話・訪問による不招請勧誘は、アメリカのDo Not Callのように、さらに拡大すべきである。
・FX取引では、不招請勧誘禁止規定の導入で、むしろ取引は活性化している。商品先物市場が活性化されないのは、先物業者や先物市場が信頼されていないためである。投機性の高い取引を訪問・電話勧誘で、消費者を無理に巻き込むべきでない。
・内閣府消費者委員会の2013.11.12付意見書でも、2014.4.8付意見書でも、商品先物取引の不招請勧誘禁止規制の緩和に反対しており、その意見を尊重すべきである。


